
������������������������
����������������������

（�
���）

�����
�����

�������������
���
����
�

	����
����


��������
����

�����
����

�����
�����

������
����

�����
��������� 

��­�

���������
	���������

	�������
	���

����
�
	�­�

������
�����
	���

�����������
	���


����� ��
	���

������
���
�　	�	�

　　0304　　ひろば　497 号

日
本
政
府
は
2
0
1
9
年
6
月
に
大
阪
で
開
催
さ
れ
た
Ｇ
20
首

脳
会
議
に
先
立
っ
て
、「
長
期
低
排
出
発
展
戦
略
」を
閣
議
決
定

し
、
気
候
変
動
枠
組
条
約（
U
N
F
C
C
C
）事
務
局
に
提
出
し

た
。
政
府
は
そ
の
中
で
、「
脱
炭
素
社
会
」を
今
世
紀
後
半
の
で
き

る
限
り
早
い
時
期
に
実
現
す
る
と
い
う
長
期
ビ
ジ
ョ
ン
を
掲
げ

た
。
脱
炭
素
社
会
と
は
、「
世
界
全
体
で
の
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ

ル
」（
※
温
室
効
果
ガ
ス
の
人
為
的
な
排
出
と
吸
収
が
均
衡
す
る

ネ
ッ
ト
ゼ
ロ
排
出
）と
定
義
さ
れ
て
い
る
。
異
常
気
象
に
よ
る
自

然
災
害
が
頻
発
す
る
中
、
温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出
を
止
め
る「
脱

炭
素
社
会
」の
実
現
は
、
日
本
に
と
っ
て
も
、
世
界
に
と
っ
て
も

長
期
的
に
重
要
な
課
題
と
な
っ
て
い
る
。
他
方
、
Ｇ
20
首
脳
会
議

で
は
、
気
候
変
動
対
策
、
特
に
パ
リ
協
定
に
つ
い
て
、
主
に
ト
ラ

ン
プ
政
権
の
米
国
と
そ
れ
以
外
の
国
々
の
間
で
意
見
に
大
き
な
隔

た
り
が
あ
る
こ
と
が
明
ら
か
に
な
り
、
首
脳
宣
言
に
も
、
こ
の
立

場
の
違
い
が
反
映
さ
れ
た
。

本
稿
で
は
、
長
期
戦
略
で
掲
げ
ら
れ
た「
脱
炭
素
社
会
の
実
現
」

に
向
け
た
道
筋
と
課
題
を
考
え
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。
こ
の
ビ

ジ
ョ
ン
の
出
発
点
が「
パ
リ
協
定
」で
あ
る
た
め
、
ま
ず
、
そ
の
内

容
を
振
り
返
っ
て
か
ら
、
パ
リ
協
定
の
下
で
想
定
さ
れ
る
脱
炭
素

社
会
に
向
け
た
道
筋
と
、
そ
の
実
現
に
向
け
た
課
題
へ
と
議
論
を

進
め
て
い
く
。「
道
筋
」に
つ
い
て
は
、
パ
リ
協
定
の
下
で
、
①
国

別
の
２
０
３
０
年
目
標
と
②
今
世
紀
後
半
に
向
け
た
世
界
全
体
で

の
長
期
目
標
が
存
在
し
て
い
る
。
し
か
し
、
目
標
を
定
め
て
も
、

具
体
的
な
取
り
組
み
が
伴
わ
な
け
れ
ば
、
脱
炭
素
社
会
は
実
現
し

な
い
。
必
要
な
取
り
組
み
は
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
イ
ン
フ
ラ
、
さ
ら
に

は
社
会
シ
ス
テ
ム
全
体
の
変
革
を
伴
う
も
の
と
な
り
う
る
。
こ
れ

が「
課
題
」で
あ
り
、
各
国
は
パ
リ
協
定
の
下
で
２
０
２
０
年
ま
で

に「
長
期
戦
略
」を
策
定
し
、
長
期
目
標
の
達
成
に
向
け
た
ビ
ジ
ョ

ン
を
描
く
こ
と
に
な
っ
て
い
る
が
、
２
０
２
５
年
に
は「
ビ
ジ
ョ
ン

を
現
実
に
落
と
し
込
む
」と
い
う
巨
大
な
課
題
が
顕
在
化
す
る
可
能

性
が
あ
る
。
他
方
で
、
最
近
、
気
候
変
動
問
題
を
捉
え
る
視
点
が

変
わ
っ
て
き
て
お
り
、
よ
り
本
格
的
な
対
策
が
定
着
す
る
契
機
と

な
る
か
も
し
れ
な
い
。
以
下
、「
パ
リ
協
定
と
2
0
3
0
年
目
標
」

「
パ
リ
協
定
と
脱
炭
素
社
会
」「
2
0
2
5
年
に
直
面
す
る
課
題
と

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
役
割
」「
気
候
変
動
問
題
の
再
定
義
の
兆
候
」

の
順
に
議
論
を
進
め
て
い
く
。

な
お
、
筆
者
が
所
属
す
る
電
力
中
央
研
究
所
の
研
究
員
に
よ
る

調
査
・
分
析
や
考
察
を
織
り
交
ぜ
な
が
ら
議
論
を
進
め
る
。
本
文

中
に
適
宜
、
脚
注
を
付
し
、
参
考
文
献
を
記
し
て
い
る
の
で
、
詳

し
い
内
容
に
関
心
の
あ
る
方
は
そ
ち
ら
も
ご
覧
い
た
だ
き
た
い
。

特 集

寄稿：一般財団法人電力中央研究所　社会経済研究所　上席研究員　上野 貴弘氏   

パリ協定と温暖化対策を巡る世界の動き
―脱炭素社会の実現に向けた道筋と課題

1
は
じ
め
に

は
じ
め
に



【写真1】

【図1】
気候変動の国際枠組みの変遷

2020年2012年2008年

出典：筆者作成

※米国は脱退手続き中。
政権交代時には復帰の可能性

2008年から2012年については、1997年に合意された京都議定書の第1約束期間として、先進国が削減義務を引き受けた
が、その後、米国とカナダが離脱した。中国・インドなど途上国への目標はなかった。2020年までの期間については、EU
が京都議定書の下での削減義務を継続しつつ、先進国と途上国の双方が、両者の区別を残しつつ、2010年のCOP16で
合意されたカンクン合意の下で自主目標・取組を掲げた。2020年以降のパリ協定の下では、全ての国がNDCと呼ばれる
削減目標を掲げているが、米国はトランプ政権の下で脱退手続きを進めている。

米 国
カナダ
中 国
インド

日 本
ロシア

E U

等

等

新枠組みポスト京都議定書京都議定書第1約束期間

京都議定書
第1約束期間

COP16カンクン合意における
自主目標・取組

パリ協定

京都議定書第2約束期間
（＋カンクン合意）
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気
候
変
動
対
策
は
世
界
規
模
で
の
課
題
で
あ
る
こ
と
か
ら
、

1
9
9
0
年
代
以
降
、
気
候
変
動
枠
組
条
約
と
い
う
国
際
条
約
の

下
で
対
策
が
進
め
ら
れ
て
き
た
。
パ
リ
協
定
は
2
0
2
0
年
以
降

の
世
界
規
模
で
の
温
暖
化
対
策
を
定
め
る
条
約
で
あ
り
、

2
0
1
5
年
の
U
N
F
C
C
C
第
21
回
締
約
国
会
議（
C
O
P
21
）

で
採
択
さ
れ【
写
真
1
】、
2
0
1
6
年
11
月
4
日
に
発
効
し
た
。

U
N
F
C
C
C
や
そ
の
後
の
京
都
議
定
書
で
は
、
先
進
国
と
途
上

国
の
間
で
義
務
に
差
を
つ
け
て
い
た
が
、
パ
リ
協
定
で
は
そ
の
差

を
縮
め
、
世
界
全
体
で
対
策
を
と
る
形
を
と
り
、
全
て
の
国
が
削

減
目
標
を
掲
げ
る
こ
と
に
な
っ
た
。【
図
1
】

パ
リ
協
定
の
締
約
国
は
、「
自
国
で
決
定
す
る
貢
献（N

ationally 
D

eterm
ined C

ontribution

、
略
称
Ｎ
Ｄ
Ｃ
）」と
い
う
削
減

目
標
を
掲
げ
る
こ
と
に
な
っ
て
い
る【
表
1
】（
7
ペ
ー
ジ
）。
N
D
C

は
、
国
際
交
渉
で
他
国
の
同
意
を
得
る
も
の
で
は
な
く
、
そ
の
名

の
通
り
、
各
国
が
自
ら
の
判
断
で
決
め
る
も
の
で
あ
る
。
こ
の
点

で
は
、
N
D
C
は
各
国
の「
言
い
値
」で
あ
る
が
、
他
方
で
、
パ

リ
協
定
は
世
界
全
体
の
長
期
目
標
と
し
て
、
平
均
気
温
の
上
昇
を

パ
リ
協
定
の
詳
細
に
つ
い
て
は
、
上
野
貴
弘（
2
0
1
6
）

「
Ｃ
Ｏ
Ｐ
21
パ
リ
協
定
の
概
要
と
分
析
・
評
価
」（
電
力
中
央
研
究
所
報
告Y15017

）

https://criepi.denken.or.jp/jp/kenkikaku/report/detail/Y15017.htm
l

及
び
上
野
貴
弘（
2
0
1
9
）

「
Ｃ
Ｏ
Ｐ
24
と
パ
リ
協
定
実
施
指
針
の
解
説
」（
電
力
中
央
研
究
所
社
会
経
済
研
究
所

SERC
 D

iscussion Paper 18002

）を
参
照
。

https://criepi.denken.or.jp/jp/serc/discussion/18002.htm
l

COP21におけるパリ協定採択時の写真
（前列右から、オランド仏大統領［当時］、COP21議長を務めたファビウス仏外相［当時］、潘基文国連事務総長［当時］、
フィゲレスUNFCCC事務局長［当時］、トゥビアナ仏気候変動交渉担当大使［当時］）
出典：UNFCCC　Paris Climate Change Conference - November 2015

＊1

2
パ
リ
協
定
と
２
０
３
０
年
目
標

パ
リ
協
定
と
２
０
３
０
年
目
標

１
、
パ
リ
協
定
と
は
？

　
　

〜
２
度
／
１･
５
度
以
内
の
温
度
上
昇
に
抑
え
る
た
め
に
、

全
て
の
国
が
削
減
目
標
を
掲
げ
る　
　＊1

2
度
未
満
に
抑
え
、
１·

５
度
以
内
に
収
ま
る
よ
う
に
努
力
す
る
と

い
う「
2
度
／
１·

５
度
目
標
」を
定
め
、
各
国
は
N
D
C
を
検
討

す
る
際
に
、
こ
の
長
期
目
標
を
踏
ま
え
る
も
の
と
さ
れ
て
い
る
。

つ
ま
り
、「
自
国
決
定
」と
い
う
ボ
ト
ム
ア
ッ
プ
と「
世
界
目
標
」の

達
成
と
い
う
ト
ッ
プ
ダ
ウ
ン
を
組
み
合
わ
せ
た「
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド

方
式
」で
あ
り
、
意
味
の
な
い
言
い
値
と
な
ら
な
い
よ
う
に
歯
止

め
を
か
け
て
い
る
。
以
下
、
本
稿
で
は
、
読
み
や
す
さ
を
考
慮

し
、N
D
C
の
こ
と
を「
削
減
目
標
」と
呼
ぶ
こ
と
に
す
る
。【
表
２
】

（
7
ペ
ー
ジ
）。

各
締
約
国
は
5
年
ご
と
に
削
減
目
標
を
提
出
す
る
こ
と
に
な
っ
て

い
る
。
初
回
の
提
出
は
2
0
1
5
年
で
あ
り
、
日
本
、
E
U
、
中

国
の
よ
う
に
2
0
3
0
年
目
標
を
提
示
す
る
国
も
あ
れ
ば
、
米
国

の
よ
う
に
2
0
2
5
年
目
標
を
提
示
す
る
国
も
あ
っ
た
。

他
方
、
2
0
2
0
年
に
は
、
全
て
の
締
約
国
が
2
0
3
0
年
目

標
を
提
出
す
る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
。
2
0
1
5
年
に
2
0
3
0
年



【表1】

【表2】
パリ協定の概要

出典：筆者作成

グローバル・
ストックテイク

長期低排出
発 展 戦 略

各国の目標

長 期 目 標

全ての国が長期低排出発展戦略を策定・提出するよ
う努める。（2020 年までの提出を招請）

５年ごとに全体進捗を評価するため、協定の実施状
況を定期的に評価する。世界全体としての実施状況
の検討結果は、各国が行動及び支援を更新する際の
情報となる。

各国は、削減目標（ＮＤＣ）を作成・提出・維持し、
目標を達成するための国内対策をとる。
各国はＮＤＣを５年ごとに提出し、累次のＮＤＣは
当期のＮＤＣより前進を示す。

産業革命前からの平均気温の上昇を 2℃より十分
下方に保持。1.5℃に抑える努力を追求。
今世紀後半に温室効果ガスの人為的な排出と吸収の
バランスを達成できるよう、できるだけ早期に排出
の増加を止め、最新の科学に従って急激に削減。

【図２】
パリ協定におけるNDCの策定・実施のステップ

出典：筆者作成
NDCは自国の判断で策定するものだが、その提出の前にグローバルストックテイクを行い、提出後には長期目標との整合性が
分析されることから、各国はNDCの策定に際して、長期目標を意識するようになる。

NDC達成状況の報告・レビュー

各国のNDCの理解促進期間と
世界全体での効果分析

世界全体の取組状況の評価を踏まえた
Nationally Determined 

Contribution（NDC）の策定と提出

世界全体の取組状況の評価
（グローバルストックテイク）

2030年目標
ポスト

2030年目標

各国は2024年から2年ごとにNDCの達成状況
を国際的に報告し、第三者の専門家によるレ
ビューを受ける

NDC提出後に、条約事務局が各国のNDCを積
み上げた際の排出量が長期目標（2℃/1.5℃以
内等）と整合的かどうかを分析

2020年から5年ごとに同年のCOPの9～12か月前
に提出。他国の同意を得ず、自国で作成。2020年
には全ての国が2030年目標を提出。2025年には
2030年以降の目標を提出するが、2035年目標と
なるか2040年目標となるかは今後の国際交渉次第

2023年から5年ごとに実施。2018年には簡易
版を実施済み。平均気温の上昇を2℃/1.5℃以
内に抑えるといった長期目標に照らして、世界
全体の取組状況を評価

2018年 2023年

2024年以降、隔年

2020年
11月まで

2025年の
COPまで

2020年
2月まで

2025年の
COPの

9か月前まで
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２
、
Ｃ
Ｏ
Ｐ
25
の
動
向

　
　

～
開
催
国
が
チ
リ
か
ら
ス
ペ
イ
ン
に
変
更

目
標
を
提
示
し
た
国
は
再
度
、
2
0
3
0
年
目
標
を
提
示
し
、

2
0
2
5
年
目
標
を
提
示
し
た
国
は
、
新
た
に
2
0
3
0
年
目
標

を
提
示
す
る
。
次
々
回
の
削
減
目
標
提
出
は
2
0
2
5
年
で
あ

り
、
そ
の
際
の
目
標
年
を
2
0
3
5
年
と
す
る
か
、
2
0
4
0

年
と
す
る
か
、
各
国
が
ど
ち
ら
か
を
自
由
に
選
べ
る
よ
う
に
す
る

か
、
あ
る
い
は
両
方
の
提
示
が
求
め
ら
れ
る
の
か
は
今
後
の
国
際

交
渉
次
第
と
な
っ
て
い
る【
図
2
】。

な
お
、
パ
リ
協
定
は
、
排
出
削
減
以
外
に
も
、
途
上
国
支
援
や

気
候
変
動
影
響
へ
の
適
応
な
ど
を
扱
う
条
文
を
定
め
て
い
る
が
、

本
稿
の
主
題
か
ら
外
れ
る
た
め
、
こ
こ
で
は
扱
わ
な
い
。

2
0
1
5
年
の
C
O
P
21
で
パ
リ
協
定
を
採
択
し
た
が
、
そ
の

後
も
2
0
1
8
年
ま
で
毎
年
C
O
P
を
開
催
し
、
パ
リ
協
定
を
実

行
に
移
す
た
め
に
必
要
な
ル
ー
ル
を
交
渉
し
て
い
た
。
そ
の
結

果
、
2
0
1
8
年
12
月
に
ポ
ー
ラ
ン
ド
の
工
業
都
市
カ
ト
ビ
チ
ェ

で
開
催
さ
れ
た
C
O
P
24
に
お
い
て
、
大
半
の
ル
ー
ル
が
採
択
さ

れ
た
が
、
削
減
の
国
際
移
転（
※
他
国
の
削
減
を
自
国
の
目
標
達

成
に
活
用
す
る
仕
組
み
）の
ル
ー
ル
に
つ
い
て
は
合
意
が
得
ら
れ

ず
、
2
0
1
9
年
の
C
O
P
25
に
先
送
り
さ
れ
た
。
C
O
P
25
は
、

チ
リ
の
首
都
サ
ン
チ
ア
ゴ
に
お
い
て
、
2
0
1
9
年
12
月
に
開
催

予
定
で
あ
っ
た
が
、
現
地
で
は
同
年
10
月
に
地
下
鉄
料
金
の
値
上

げ
を
契
機
と
し
て
、
経
済
格
差
へ
の
不
満
を
背
景
と
す
る
暴
動
が

過
激
化
し
、
多
数
の
死
者
が
発
生
す
る
事
態
と
な
っ
た
。
そ
の
結

果
、
チ
リ
の
ピ
ニ
ュ
ラ
大
統
領
は
10
月
30
日
に
暴
動
へ
の
対
応
を

理
由
に
、
C
O
P
25
の
開
催
を
断
念
す
る
と
発
表
し
た
が
、
そ
の

後
、
ス
ペ
イ
ン
の
サ
ン
チ
ェ
ス
首
相
が
同
国
の
首
都
マ
ド
リ
ー
ド

で
の
開
催
を
申
し
出
、
チ
リ
を
議
長
国
と
し
た
ま
ま
、
マ
ド
リ
ー

ド
で
開
催
す
る
こ
と
に
な
っ
た
。

主要国がパリ協定の下で掲げている削減目標(NDC)

出典：筆者作成

オーストラリア

ロ シ ア
カ ナ ダ

E　U 

メ キ シ コ 2030 年に BAU 比で温室効果ガスと短寿命気候汚染物質を 25% 削減
（温室効果ガスだけでは 22% 削減）

米　国

イ ン ド
排出のGDP原単位を2030年に2005年比で33～35%削減
技術移転と低コストな国際資金による支援の下で、全発電容量に占める非化石エネの割合を2030年に約40%
2030年までに炭素吸収源を25～30億トン分、追加 等

中　国
2030年頃にCO₂排出の増加を止める。CO₂排出のGDP原単位を2030年に2005年比で60～65%削減
一次エネルギー消費に占める非化石エネの割合を2030年に2割
森林ストック量を2005年比で45億立方メートル拡大等

韓　国 2030 年に BAU 比で 37% 削減

日　本
NDC（2030年目標または2025年目標）国　名

2025 年に 2005 年比 26～28% 削減
※オバマ前政権が掲げた目標。トランプ大統領は実施停止を表明

2030 年に 2005 年比 26～28% 削減
2030 年に 2005 年比 30% 削減

2030 年に 1990 年比 25～30% 削減（※ただし、森林吸収の算入が条件）
2030 年に 1990 年比で少なくとも 40% 削減

2030 年に 2013 年比 26% 削減（2005 年比 25.4% 減）
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4
、
パ
リ
協
定
締
約
国
の
目
標
提
出
（
２
０
２
０
年
）

　
　

〜
２
０
３
０
年
目
標
の
強
化
が
望
ま
れ
る
も
、
米
は
脱
退

意
向
、
中
・
印
・
露
な
ど
の
大
排
出
国
は
態
度
未
定

【図３】

＊3

パ
リ
協
定
の
下
で
世
界
全
体
で
の
対
策
を
進
め
よ
う
と
し
た
矢

先
、
2
0
1
7
年
に
米
国
で
ト
ラ
ン
プ
政
権
が
発
足
す
る
と
、
同

年
6
月
1
日
に
、
ト
ラ
ン
プ
大
統
領
は
協
定
か
ら
の
脱
退
意
向
を

表
明
し
た【
写
真
2
】。

協
定
脱
退
は
2
0
1
6
年
の
大
統
領
選
挙
時
の
公
約
で
あ
っ
た

が
、
2
0
1
7
年
1
月
の
政
権
発
足
後
は
、
政
権
幹
部
が
脱
退
派

と
残
留
派
に
割
れ
た
。
数
か
月
の
議
論
の
後
、
ト
ラ
ン
プ
大
統
領

は
脱
退
を
選
択
し
た
。

パ
リ
協
定
の
規
定
上
、
脱
退
の
通
告
が
可
能
に
な
る
の
は
、
協

定
発
効
か
ら
3
年
後
の
2
0
1
9
年
11
月
4
日
で
あ
り
、
ト
ラ
ン

プ
政
権
は
こ
の
日
に
、
国
連
に
対
し
て
パ
リ
協
定
か
ら
の
脱
退
を

通
告
し
た
。
脱
退
が
正
式
に
確
定
す
る
の
は
、
通
告
か
ら
1
年
後

の
2
0
2
0
年
11
月
4
日
で
あ
る
が
、
奇
し
く
も
そ
の
前
日
の
11

月
3
日
に
は
大
統
領
選
挙
が
行
わ
れ
る
。
現
在
、
ト
ラ
ン
プ
大
統

領
に
対
抗
す
る
民
主
党
の
候
補
者
選
び
が
本
格
化
し
て
お
り
、
20

人
近
く
が
予
備
選
に
向
け
た
選
挙
活
動
を
行
っ
て
い
る
が
、
そ
の

全
員
が
パ
リ
協
定
を
支
持
し
て
い
る
。
そ
の
た
め
、
民
主
党
の
本

選
候
補
者
が
誰
に
な
っ
て
も
、
来
年
の
大
統
領
選
挙
で
勝
利
す
れ

ば
、
米
国
は
速
や
か
に
パ
リ
協
定
に
復
帰
す
る
も
の
と
予
想
さ

れ
、
パ
リ
協
定
か
ら
の
脱
退
が
長
期
化
す
る
か
は
、
来
年
の
選
挙

の
結
果
次
第
と
言
え
る
。

他
方
、
ト
ラ
ン
プ
大
統
領
の
脱
退
表
明
に
反
対
す
る
州
・
都

市
・
企
業
等
は
、
パ
リ
協
定
支
持
を
打
ち
出
し
、
国
際
社
会
と
と

も
に
気
候
変
動
対
策
を
進
め
る
と
い
う
姿
勢
を
示
し
て
い
る
。
ま

た
、
米
国
の
脱
退
表
明
に
追
従
す
る
国
は
現
れ
て
お
ら
ず
、
脱
退

ド
ミ
ノ
に
は
陥
っ
て
い
な
い
。
そ
の
た
め
、
現
在
ま
で
の
と
こ

ろ
、
ト
ラ
ン
プ
大
統
領
の
脱
退
表
明
の
悪
影
響
は
最
小
限
に
留

ま
っ
て
い
る
と
言
え
る
。
た
だ
し
、
ト
ラ
ン
プ
大
統
領
が

2
0
2
0
年
の
選
挙
で
再
選
さ
れ
る
場
合
、
米
国
の
脱
退
が
長
期

化
し
、
そ
の
悪
影
響
が
徐
々
に
拡
大
す
る
か
も
し
れ
な
い
。

既
に
述
べ
た
よ
う
に
、
2
0
2
0
年
に
は
全
て
の
締
約
国
が

米
国
の
脱
退
通
告
の
意
味
合
い
に
つ
い
て
は
、
上
野
貴
弘（
２
０
１
９
）「
米
国
の

パ
リ
協
定
脱
退
通
告
に
つ
い
て
」電
力
中
央
研
究
所
社
会
経
済
研
究
所
コ
ラ
ム

（
２
０
１
９
年
11
月
5
日
掲
載
）を
参
照
。

https://criepi.denken.or.jp/jp/serc/colum
n/colum

n40.htm
l
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【写真２】

脱退表明演説時のトランプ大統領
（「パリ協定が全ての国の遵守で完全に実
施されたとしても、2100 年の世界の気温
は0.2 度しか減らない」と発言し、指で小さ
いことをアピールした瞬間）

（写真：ロイター /アフロ）

2
0
3
0
年
目
標
を
提
出
す
る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
。
現
在
、
日

本
は
エ
ネ
ル
ギ
ー
ミ
ッ
ク
ス
等
に
基
づ
き
、「
2
0
3
0
年
に

2
0
1
3
年
比
26
％
減
」と
の
目
標
を
掲
げ
て
お
り
、
他
の
主
要

国
は【
表
1
】（
７
ペ
ー
ジ
）に
示
し
た
目
標
を
提
示
し
て
い
る
。

し
か
し
、
Ｕ
Ｎ
Ｆ
Ｃ
Ｃ
Ｃ
事
務
局
は
、
各
国
の
削
減
目
標
を
積

み
上
げ
て
も
、
２
度
／
１·

５
度
目
標
と
整
合
し
な
い
と
評
価
し
て

い
る
。
少
々
複
雑
で
あ
る
が
、【
図
３
】を
ご
覧
い
た
だ
き
た
い
。

３
、
米
国
ト
ラ
ン
プ
大
統
領
の
協
定
脱
退
表
明

　
　

〜
米
国
の
離
脱
が
長
期
化
す
る
か
は
２
０
２
０
年
の
大
統

領
選
挙
次
第
＊2

ト
ラ
ン
プ
大
統
領
の
パ
リ
協
定
脱
退
表
明
の
詳
細
に
つ
い
て
は
、
上
野
貴
弘

（
２
０
１
８
）「
ト
ラ
ン
プ
大
統
領
の
パ
リ
協
定
脱
退
表
明
を
ど
う
捉
え
る
か
」『
電

力
経
済
研
究
』N

o.65, 67-81

頁
を
参
照
。

https://criepi.denken.or.jp/jp/serc/periodicals/pdf/
periodicals65_06.pdf

＊2
図
の
横
軸
は
年（
2
0
0
0
年
～
2
0
5
0
年
）、
縦
軸
は
世

界
全
体
の
排
出
量
を
表
す
。
右
下
に
伸
び
て
い
る
青
と
緑
の
矢
印

は
、
そ
れ
ぞ
れ
２
度
ま
た
は
１·

５
度
以
内
に
抑
え
る
際
の
世
界
全

体
の
排
出
量
の
推
移
で
あ
る
が
、
各
国
の
削
減
目
標
を
積
み
上
げ

た
際
の
排
出
量
は
、
2
0
2
5
年
と
2
0
3
0
年
の
と
こ
ろ
に
示

さ
れ
た
黄
土
色
の
四
角
の
範
囲
で
あ
り
、
2
度
／
１·

５
度
の
排
出

量
を
超
過
し
て
し
ま
っ
て
い
る
。

そ
の
た
め
、
少
し
で
も
２
度
／
１·

５
度
に
近
づ
く
よ
う
に
、

各
国
に
対
し
て
、
2
0
2
0
年
の
削
減
目
標
提
出
時
に
目
標
を
強

化
す
べ
き
と
の
圧
力
が
か
か
っ
て
い
る
。
2
0
1
9
年
9
月
に
は
、

国
連
の
グ
テ
ー
レ
ス
事
務
総
長
が
気
候
サ
ミ
ッ
ト
を
開
催
し
、
削

減
目
標
を
強
化
す
る
よ
う
に
各
国
に
呼
び
か
け
、
70
か
国
が

2
0
2
0
年
ま
で
に
削
減
目
標
を
強
化
す
る
、
ま
た
は
そ
れ
に
向

け
た
検
討
を
開
始
し
た
と
表
明
し
た
。
70
か
国
の
う
ち
、
59
か
国

が
2
0
2
0
年
に
削
減
目
標
を
強
化
す
る
と
意
思
表
示
し
た
が
、

2℃/1.5℃目標と整合的な排出経路と
各国の削減目標積み上げ時の排出量の比較

0

10

20502045204020352030202520202015201020052000

20

30

40

50

60

70
Greenhouse gas emissions[GtCo₂eq/yr GWP-100 AR4]

Pre-IN
DC sce

narios

INDCs

Least-cost2℃ scenarios

1.5℃ scenarios

出典：UNFCCC（2016〈）※下記リンク〉の Figure2 に対して筆者加筆
https://unfccc.int/process/the-paris-agreement/nationally-determined-contributions/synth 
esis-report-on-the-aggregate-effect-of-intended-nationally-determined-contributions

各国が削減目標を実施しない場合の
世界全体の排出量の推移

各国が削減目標を
実施した場合の
2025年及び2030年の
世界全体の排出量

平均気温を2℃以内に
抑える際の
世界全体の排出量の推移

平均気温を1.5℃以内に抑える際の
世界全体の排出量の推移

https://criepi.denken.or.jp/jp/serc/periodicals/pdf/periodicals65_06.pdf
https://unfccc.int/process/the-paris-agreement/nationally-determined-contributions/synthesis-report-on-the-aggregate-effect-of-intended-nationally-determined-contributions


主要排出国のエネルギー起源温室効果ガス排出量の推移とシェア（2018年）
各国別の温室効果ガス排出量シェア(2018年)

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

［百方tｰCO₂］

カナダ（540）
イラン（563）
韓国（589）
日本（1,147）
アフリカ（1,157）

ロシア（1,438）

インド（2,076）

EU28カ国（3,192）

米国（4,833）

中国（9,101）

中国
26.6％

EU
28カ国
9.0％インド

6.7％

ロシア　4.6％

南アフリカ　1.1％

オーストラリア
1.3％

韓国　1.4％

サウジアラビア
1.4％

メキシコ　1.5％

イラン　1.7％

カナダ　1.7％

インドネシア　1.9％

ブラジル　2.5％

その他
22.9％

アメリカ合衆国
12.9％

日本　2.7％

▲
2016

▲
2010

▲
2005

▲
2000

▲
1990

資源エネルギー庁「日本のエネルギー2018」を
東北エネルギー懇談会にて編集

出典:CO₂EMISSIONS FROM FUEL COMBUSTION 2018 Highlights (IEA)
　　 エネルギー起源温室効果ガス排出量の多い国・地域のトップ10を抽出、カッコ内の数字は
　　 2016年排出量(百万トン)
※非エネルギー起源温室効果ガス排出量は含まれていない。

単位: CO₂ 百万トン換算
出典 : IEA CO₂ EMISSIONS FROM FUEL COMBUSTION (2018 Edition)
　　   2015 Greenhouse-gas emissions (2018Edition)
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【図５】

有
力
候
補
の
一
人
で
あ
る
バ
イ
デ
ン
前
副
大
統
領
の
公
約
に
つ
い
て
は
、
上

野
貴
弘（
２
０
１
９
）「
バ
イ
デ
ン
氏
の
気
候
計
画
︱
大
統
領
選
見
据
え
て
提
示　

２
０
５
０
年
に
正
味
ゼ
ロ
排
出
に
」（
電
気
新
聞
２
０
１
９
年
7
月
2
日
掲
載
）を

参
照
。

https://criepi.denken.or.jp/jp/serc/colum
n/colum

n38.htm
l

＊4
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【図４】

そ
の
大
半
が
小
島
嶼
国
、
中
南
米
諸
国
、
ア
フ
リ
カ
諸
国
と
い
っ

た
気
候
変
動
の
悪
影
響
を
受
け
や
す
い
途
上
国
で
あ
り
、
先
進
国

は
、
ノ
ル
ウ
ェ
ー
、
ス
イ
ス
、
ウ
ク
ラ
イ
ナ
、
ベ
ラ
ル
ー
シ
の
み

で
あ
っ
た【
図
4
】。

他
方
、
西
欧
の
11
か
国（
英
国
、
ド
イ
ツ
、
フ
ラ
ン
ス
、
オ
ラ

ン
ダ
、
ル
ク
セ
ン
ブ
ル
ク
、
ス
ペ
イ
ン
、
ポ
ル
ト
ガ
ル
、
フ
ィ
ン

ラ
ン
ド
、
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
、
デ
ン
マ
ー
ク
、
ア
イ
ス
ラ
ン
ド
）は
、

国
ご
と
で
は
な
く
欧
州
連
合（
E
U
）全
体
と
し
て
削
減
目
標
を
掲

げ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
そ
の
引
き
上
げ
に
は
言
及
し
な
い
一
方
、

自
国
の
政
策
を
強
化
す
る
た
め
の
内
部
検
討
に
着
手
済
み
と
表
明

し
た
。

２
度
／
１·

５
度
目
標
と
の
乖
離
を
埋
め
る
た
め
に
は
、
主
要
排

出
国
が
目
標
を
引
き
上
げ
る
か
ど
う
か
が
カ
ギ
と
な
る
。
中
国
は

世
界
最
大
の
温
室
効
果
ガ
ス
排
出
国
で
あ
り【
図
5
】、
2
0
3
0

年
ま
で
に
二
酸
化
炭
素（
C
O
²
）の
排
出
増
加
を
止
め
る
、

G
D
P
当
た
り
の
C
O
²
排
出
量
を
2
0
3
0
年
に
2
0
0
5

年
比
で
60
～
65
％
削
減
す
る
と
い
っ
た
削
減
目
標
を
掲
げ
て
い

る
。
9
月
の
気
候
サ
ミ
ッ
ト
で
削
減
目
標
引
き
上
げ
の
意
向
を
発

表
す
る
の
で
は
な
い
か
と
の
観
測
報
道
が
あ
っ
た
が
、
実
際
に
は

表
明
し
な
か
っ
た
。

世
界
2
位
の
排
出
国
で
あ
る
米
国
は
そ
も
そ
も
パ
リ
協
定
か
ら
脱

退
す
る
意
向
で
あ
り
、
ト
ラ
ン
プ
政
権
の
下
で
は
削
減
目
標
の
引
き

上
げ
は
考
え
ら
れ
な
い
。
他
方
、
大
統
領
選
挙
に
向
け
た
民
主
党
の

有
力
候
補
者
は
パ
リ
協
定
へ
の
復
帰
を
公
約
に
掲
げ
て
い
る
が
、
協

定
復
帰
時
の
具
体
的
な
削
減
目
標
は
提
示
し
て
い
な
い
。

国連気候サミット（2019年9月）に合わせて削減目標強化の意向を表明した国々

出典：mapchart（https://mapchart.net）を用いて筆者作成
小島嶼国等の国土面積が小さい国々は丸印（●）で示されている。

大半は小島嶼国、中南米諸国、アフリカ諸国といった気候変動の悪影響を受けやすい途上国。先進国は、ノルウェー、
スイス、ウクライナ、ベラルーシのみ。

E
U
は
2
0
3
0
年
に
1
9
9
0
年
比
で
少
な
く
と
も
40
％

削
減
と
の
目
標
を
掲
げ
て
い
る
が
、
2
0
2
0
年
に
こ
の
目
標
を

引
き
上
げ
る
か
ど
う
か
を
検
討
し
て
い
る
。
例
え
ば
、
新
た
に
欧

州
委
員
長
に
就
任
す
る
フ
ォ
ン
デ
ア
ラ
イ
エ
ン
氏
は
少
な
く
と
も

50
％
削
減
と
の
目
標
を
公
約
に
掲
げ
た
。
さ
ら
に
、
フ
ラ
ン
ス
、

オ
ラ
ン
ダ
、
ス
ペ
イ
ン
、
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
な
ど
は
55
％
削
減
を
求

め
て
い
る
。
他
方
で
、
ポ
ー
ラ
ン
ド
な
ど
の
一
部
の
東
欧
諸
国
は

目
標
引
き
上
げ
に
消
極
的
と
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
E
U
が
既
に

策
定
済
み
の
政
策
を
積
み
上
げ
る
と
、
45
％
削
減
に
達
す
る
と
の

試
算
も
あ
る
。

こ
れ
に
続
く
排
出
国
は
イ
ン
ド
、
ロ
シ
ア
、
日
本
で
あ
る
が
、

今
の
と
こ
ろ
、
2
0
2
0
年
の
削
減
目
標
引
き
上
げ
の
意
向
を
示

し
て
い
な
い
。

こ
の
よ
う
に
、
２
０
２
０
年
に
主
要
排
出
国
が
削
減
目
標
を
引
き

＊5

Ｅ
Ｕ
の
気
候
変
動
対
策
を
巡
る
最
新
の
動
向
に
つ
い
て
は
、
堀
尾
健
太

（
２
０
１
９
）「
Ｅ
Ｕ
の
気
候
変
動
政
策
と
２
０
１
９
年
の
政
治
過
程
―
欧
州
議
会

選
挙
と
首
脳
人
事
か
ら
の
示
唆
―
」（
電
力
中
央
研
究
所
社
会
経
済
研
究
所SERC

 
D

iscussion Paper 19001

）を
参
照
。

https://criepi.denken.or.jp/jp/serc/discussion/19001.htm
l
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2
、
日
本
の
長
期
戦
略

　

〜
「
脱
炭
素
社
会
を
今
世
紀
後
半
の
で
き
る
だ
け
早
期
に

実
現
」
と
の
ビ
ジ
ョ
ン
を
提
示

【表３】
上
げ
る
か
ど
う
か
は
不
透
明
な
状
況
で
あ
る
が
、
実
は
削
減
目
標
強

化
に
向
け
た
国
際
的
な
圧
力
は
2
0
2
1
年
ま
で
続
く
可
能
性
が

あ
る
。
パ
リ
協
定
上
、
2
0
2
0
年
に
全
て
の
国
が
2
0
3
0
年

目
標
を
出
す
こ
と
に
な
っ
て
い
る
が
、
同
時
に
、
目
標
強
化
を
目

指
し
て
削
減
目
標
を
い
つ
で
も
変
更（
英
文
で
はadjust

）し
て
よ
い

と
も
定
め
て
い
る
。
欧
州
委
員
長
に
就
任
す
る
フ
ォ
ン
デ
ア
ラ
イ

エ
ン
氏
は
、
他
国
の
目
標
引
き
上
げ
に
向
け
た
外
交
努
力
を

2
0
2
1
年
ま
で
続
け
る
と
表
明
し
、
米
大
統
領
選
挙
の
民
主
党

有
力
候
補
者
で
あ
る
バ
イ
デ
ン
前
副
大
統
領
は「（
2
0
2
1
年
1

月
の
）就
任
か
ら
1
0
0
日
以
内
に
主
要
排
出
国
の
首
脳
が
参
加
す

る
気
候
サ
ミ
ッ
ト
を
開
催
し
、
現
行
目
標
を
超
え
る
野
心
的
な
目

標
の
提
示
を
求
め
る
」と
公
約
し
て
い
る
。
た
だ
し
、
そ
の
公
約
に

は
、
米
国
自
身
が
掲
げ
る
削
減
目
標
が
示
さ
れ
て
い
な
い
。
い
ず

れ
に
せ
よ
、
仮
に
来
年
の
米
大
統
領
選
挙
で
民
主
党
候
補
が
勝
利
す

れ
ば
、
削
減
目
標
引
き
上
げ
に
向
け
た
外
交
の
山
場
は
2
0
2
1
年

と
な
る
の
か
も
し
れ
な
い
。

パ
リ
協
定
は
2
0
3
0
年
ま
で
の
削
減
目
標
と
は
別
に
、
今
世

紀
中
頃
に
向
け
た「
長
期
低
排
出
発
展
戦
略
」（
以
下
、
長
期
戦
略
）

を
２
０
２
０
年
ま
で
に
任
意
で
提
出
す
る
よ
う
に
求
め
て
い
る
。

中
期
的
な
削
減
目
標
に
長
期
的
な
戦
略
を
組
み
合
わ
せ
る
こ
と

で
、
長
期
目
標
の
達
成
に
向
け
た
道
筋
を
描
こ
う
と
し
て
い
る
。

こ
れ
に
対
応
し
て
、
欧
米
諸
国
は
2
0
1
6
年
に
相
次
い
で
長

期
戦
略
を
提
出
し
た
。（
な
お
、
米
国
に
つ
い
て
は
、
オ
バ
マ
前
政

権
が
提
出
し
た
も
の
で
あ
る
。）パ
リ
協
定
は
長
期
戦
略
に
含
め
る

べ
き
内
容
を
定
め
て
い
な
い
が
、
こ
の
時
期
に
提
出
し
た
国
々
の

戦
略
を
比
べ
る
と
、
全
て
の
国
の
共
通
要
素
、
大
半
の
国
の
準
共

通
要
素
、
各
国
の
独
自
要
素
が
あ
る
こ
と
が
分
か
る
【
表
３
】。

共
通
要
素
は
、
2
0
5
0
年
に
目
指
す
べ
き
削
減
水
準
や
、
そ

の
実
現
に
向
け
た
取
り
組
み
が
中
心
で
あ
り
、
長
期
戦
略
の
核
と

言
え
る
も
の
で
あ
る
。
準
共
通
要
素
は
、
定
量
的
シ
ナ
リ
オ
分
析

や
戦
略
の
進
捗
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
な
ど
、
戦
略
の
核
を
支
え
る
分

析
・
仕
組
み
が
多
い
。
独
自
要
素
は
、
各
国
の
戦
略
の
特
徴
を
表

す
も
の
と
な
っ
て
い
る
。

日
本
政
府
は
2
0
1
6
年
か
ら
長
期
戦
略
の
検
討
を
行
っ
て
い

た
が
、
2
0
1
9
年
6
月
の
G
20
大
阪
サ
ミ
ッ
ト
に
先
立
っ
て
、

長
期
戦
略
を
閣
議
決
定
し
、
U
N
F
C
C
C
事
務
局
に
提
出
し
た
。

欧
米
諸
国
の
長
期
戦
略
の
比
較
に
つ
い
て
は
、
坂
本
将
吾
・
上
野
貴
弘

（
２
０
１
８
）「
長
期
低
排
出
発
展
戦
略
の
項
目
・
構
成
の
比
較
」『
電
力
経
済
研
究
』

N
o.65, 145-162

頁
を
参
照
。

https://criepi.denken.or.jp/jp/serc/periodicals/pdf/
periodicals65_11.pdf
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3
パ
リ
協
定
と
脱
炭
素
社
会

パ
リ
協
定
と
脱
炭
素
社
会

１
、
パ
リ
協
定
と
長
期
戦
略

欧米諸国および日本の長期戦略の構成要素の比較

出典：坂本将吾・上野貴弘（2018）「長期低排出発展戦略の項目・構成の比較」『電力経済研究』（No.65, 145-162 頁）に基づき、筆者作成
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 （1）   IPCC 評価報告書・パリ協定の解釈
 （2）   GHG 実績
 （3）   2050 年の削減水準・目標
 （4）   部門横断的な取り組み
 （5）   部門別の取り組み
 （6）   既存計画との関係
 （7）   気候変動緩和の便益
 （8）   国際的な文脈
 （9）   2020-2030 年の削減水準・目標
（10）定量的シナリオ分析
（11）戦略の作成プロセス
（12）進捗のモニタリングと戦略の更新
（13）既存のシナリオ分析の引用
（14）モニタリング指標
（15）部門別のイノベーション機会・課題
（16） 適応策
（17）各目標値と SDGs との対応
（18）2032 年までの意思決定の道筋
（19）カーボンフットプリント
（20）クリーン技術への政府の投資額

独

　自

準
共
通

共

　通

日独仏英墨加項目

11 1111 14141414項目数

米

【
表
３
】に
は
、
日
本
の
長
期
戦
略
の
構
成
要
素
も
示
し
た
が
、
欧

米
諸
国
の
共
通
要
素
と
一
部
の
準
共
通
要
素
を
盛
り
込
み
つ
つ
、

独
自
要
素
と
し
て
、
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
、
そ
の
中
で
も
現
状
の
延

長
上
に
な
い「
非
連
続
な
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
」を
強
調
し
て
い
る
。

も
う
少
し
詳
し
く
見
て
み
よ
う
。

日
本
の
長
期
戦
略
は
5
つ
の
章
で
構
成
さ
れ
て
い
る【
図
６
】（
15

ペ
ー
ジ
）。

冒
頭
の
第
1
章
で
は
、
最
終
到
達
点
と
し
て
、「
脱
炭
素
社
会
を

今
世
紀
後
半
の
で
き
る
だ
け
早
期
に
実
現
す
る
」と
の
ビ
ジ
ョ
ン

を
掲
げ
、
そ
れ
に
向
け
て
、
2
0
5
0
年
ま
で
に
温
室
効
果
ガ
ス

排
出
を
80
％
削
減
す
る
と
し
た
。
ま
た
、
ビ
ジ
ネ
ス
主
導
の
非
連

続
な
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
通
じ
た「
環
境
と
成
長
の
好
循
環
」を
実

現
す
る
と
の
基
本
的
考
え
方
を
提
示
し
た
。
本
稿
冒
頭
で
も
述
べ

た
よ
う
に
、
脱
炭
素
社
会
は
、
世
界
全
体
で
の
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー

ト
ラ
ル（
※
温
室
効
果
ガ
ス
の
人
為
的
な
排
出
と
吸
収
が
均
衡
す

る
ネ
ッ
ト
ゼ
ロ
排
出
）と
定
義
さ
れ
て
い
る
。

第
2
章
で
は
、「
エ
ネ
ル
ギ
ー
」「
産
業
」「
運
輸
」「
地
域
・
く
ら

し
」と
い
う
分
野
ご
と
の
ビ
ジ
ョ
ン
と
対
策
・
施
策
の
方
向
性
を

https://criepi.denken.or.jp/jp/serc/periodicals/pdf/periodicals65_11.pdf
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日本の長期戦略の概要
パリ協定長期成長戦略のポイント

出典：日本政府文書（https://www.env.go.jp/press/111782.pdf）を東北エネルギー懇談会にて編集

基本的な考え方（ビジョン）
●最終到達点としての「脱炭素社会」を掲げ、それを野心的に今世紀後半のできるだけ早期に実現することを目指すとともに、2050
年までに80％の削減に大胆に取り組む　※積み上げではない、将来の「あるべき姿」※1.5°C努力目標を含むパリ協定の長期目標の実現にも貢献
●ビジネス主導の非連続なイノベーションを通じた「環境と成長の好循環」の実現、取組を今から迅速に実施、世界への貢献、
将来に希望の持てる明るい社会を描き行動を起こす　[要素：SDGs達成、共創、Society5.0、地域循環共生圏、課題解決先進国］

第2章 各分野のビジョンと対策・施策の方向性

第２節：吸収源対策

第１節：排出削減対策・施策

●再エネの主力電源化
●火力はパリ協定の長期目標と整合的にCO₂排出削減
●CCS・CCU/カーボンリサイクルの推進
●水素社会の実現/蓄電池/原子力/省エネ

エネルギー転換・脱炭素化を進めるため、あら
ゆる選択肢を追求

１.エネルギー

●CO₂フリー水素の活用（「ゼロカーボン・スチール」への挑戦等）
●CCU/バイオマスによる原料転換（人工光合成等）
●抜本的な省エネ、中長期的なフロン類の廃絶等

脱炭素化ものづくり

2.産業

●2050年までに世界で供給する日本車について世界最高
水準の環境性能を実現

●ビックデータ・IoT等を活用した道路・交通システム

“Well-to-Wheel Zero Emission”
チャレンジへの貢献

３.運輸

●可能な地域・企業等から2050年を待たずにカーボン
ニュートラルを実現

●カーボンニュートラルなくらし(住宅やオフィス等のストッ
ク平均でZEB・ZEH相当を進めるための技術開発や
普及促進/ライフスタイルの転換)

●地域づくり(カーボンニュートラルな都市、農山漁村づくり)、
分散型エネルギーシステムの構築

2050年までにカーボンニュートラルでレジリエ
ントで快適な地域とくらしを実現/地域循環共生
圏の創造

４.地域・くらし

第4章 その他
●人材育成
●公正な移行　●政府の率先的取組
●適応によるレジリエントな社会づくりとの一体的な推進
●カーボンプライシング(専門的・技術的議論が必要)

第5章 長期戦略のレビューと実践
6年程度を目安としつつ情勢を踏まえて柔軟に検討を加えるとともに必
要に応じて見直し

将来の情勢変化に応じた分析/連携/対話

第3章「環境と成長の好循環」を実現するための横断的施策

第2節：グリーン・ファイナンスの推進
●イノベーション等を適切に「見える化」し、金融機関等がそれを後押しする資金循環の仕組み
を構築

第１節：イノベーションの推進

●コスト等の明確な目標の設定、官民リソースの最大限の投入、国内外における技術シーズの
発掘や創出、ニーズからの課題設定、ビジネスにつながる支援の強化等

●挑戦的な研究開発、G20の研究機関間の連携を強化し国際共同研究開発の展開(RD20)等
●実用化に向けた目標の設定・課題の見える化
-CO₂フリー水素製造コストの10分の１以下など既存エネルギーと同等のコストの実現
-CCU/カーボンリサイクル製品の既存製品と同等のコストの実現、原子力（原子炉・核融合）　ほか

(1)革新的環境イノベーション戦略

●産業：TCFDガイダンス・シナリオ分析ガイド拡充/金融機関等：グリーン投資ガイダンス策定
●産業界と金融界の対話の場（TCFDコンソーシアム）
●国際的な知見共有、発信の促進（TCFDサミット（2019年秋））

(1)TCFD※等による開示や対話を通じた資金循環の構築

●ESG金融への取組促進（グリーンボンド発行支援、ESG地域金融普及等）、ESG対話プラッ
トフォームの整備、ESG金融リテラシー向上、ESG金融ハイレベル・パネル等

(２)ESG金融の拡大に向けた取組の促進

第3節：ビジネス主導の国際展開、国際協力
●日本の強みである優れた環境技術・製品等の国際展開/相手国と協働した双方に裨益する
コ・イノベーション

●相手国における制度構築や国際ルールづくりによるビジネス環境整備を通じた、脱炭素技術の普及と温室効果ガスの
排出削減（ASEANでの官民イニシアティブの立上げの提案、市場メカニズムを活用した適切な国際枠組みの構築等)

(1)政策・制度構築や国際ルールづくりと連動した脱炭素技術の国際展開

●パリ協定の長期目標と整合的にCO₂排出削減に貢献するエネルギーインフラや都市・交通インフラ（洋
上風力・地熱発電などの再エネ、水素、CCS・CCU/カーボンリサイクル、スマートシティ等）の国際展開

(２)CO₂排出削減に貢献するインフラ輸出の強化

●相手国におけるNDC策定・緩和策にかかる計画策定支援等、サプライチェーン全体の透明
性向上

(３)地球規模の脱炭素社会に向けた基盤づくり

(２)経済社会システム/ライフスタイルのイノベーション

第1章

●温室効果ガスの大幅削減につながる横断的な脱炭素技術の実用化・普及のためのイノ
ベーションの推進・社会実装可能なコストの実現

※気候関連財務情報開示
タスクフォース

ひ えき

実  践

レビュー

【図６】
示
し
た
。「
エ
ネ
ル
ギ
ー
」に
つ
い
て
は
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
、

蓄
電
池
、
水
素
、
原
子
力
、
炭
素
回
収
利
用
・
炭
素
回
収
貯
留

（
Ｃ
Ｃ
Ｕ
Ｓ
）等
、
あ
ら
ゆ
る
選
択
肢
の
可
能
性
と
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ

ン
を
追
求
し
つ
つ
、
2
0
5
0
年
に
向
け
て
、「
経
済
的
に
自
立
し

た
再
エ
ネ
の
主
力
電
源
化
」「
原
発
依
存
度
の
可
能
な
限
り
の
低

減
」「
パ
リ
協
定
の
長
期
目
標
と
整
合
的
な
火
力
発
電
か
ら
の

C
O
²
排
出
削
減
」と
の
ビ
ジ
ョ
ン
を
掲
げ
た
。「
産
業
」に
つ
い
て

は
、
①
C
O
²
フ
リ
ー
水
素
や
②
炭
素
回
収
貯
留
・
炭
素
回
収
利

用
と
い
っ
た
非
連
続
な
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
通
じ
て「
脱
炭
素
化

も
の
づ
く
り
」を
実
現
す
る
こ
と
、「
運
輸
」に
つ
い
て
は
、W
ell-

to-W
heel

（
燃
料
生
産
か
ら
走
行
時
ま
で
）の
ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ

ン
を
究
極
的
に
目
指
す
方
向
と
す
る
こ
と
、「
地
域
・
く
ら
し
」に

つ
い
て
は
、「
地
域
循
環
共
生
圏
」を
創
造
し
、
可
能
な
地
域
・
企

業
等
か
ら
、
2
0
5
0
年
を
待
た
ず
に
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル

を
実
現
し
て
い
く
こ
と
と
し
た
。

第
3
章
で
は
、
分
野
横
断
的
な
施
策
と
し
て
、「
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ

ン
の
推
進
」「
グ
リ
ー
ン
・
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
の
推
進
」「
ビ
ジ
ネ
ス
主

導
の
国
際
展
開
、
国
際
協
力
」の
3
点
を
詳
述
し
た
。「
イ
ノ
ベ
ー

シ
ョ
ン
の
推
進
」に
つ
い
て
は
、
社
会
実
装
可
能
な
コ
ス
ト
を
実

現
す
る
た
め
の
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
が
必
要
で
あ
る
と
強
調
し
た
上

で
、
①
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
技
術
／
エ
ネ
ル
ギ
ー
転
換
、
②
炭
素
回
収

利
用
・
炭
素
回
収
貯
留
／
ネ
ガ
テ
ィ
ブ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
、
③
水

素
、
④
再
エ
ネ
、
⑤
原
子
力
の
各
分
野
に
お
け
る
目
標
を
提
示

し
、
具
体
的
な
技
術
を
例
示
し
た
。「
グ
リ
ー
ン
・
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス

の
推
進
」に
つ
い
て
は
、
企
業
に
よ
る
気
候
変
動
情
報
開
示
を
通

じ
た
資
金
循
環
の
実
現
と
E
S
G
金
融（
※
環
境
・
社
会
・
ガ
バ

ナ
ン
ス
を
考
慮
し
た
金
融
）の
促
進
と
い
う
施
策
の
方
向
性
を
示

し
た
。「
ビ
ジ
ネ
ス
主
導
の
国
際
展
開
、
国
際
協
力
」に
つ
い
て
は
、

C
O
²
排
出
削
減
に
貢
献
す
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
イ
ン
フ
ラ
や
都
市
・

交
通
イ
ン
フ
ラ
の
国
際
展
開
を
掲
げ
た
。

第
4
章
で
は
、
そ
の
他
の
施
策
と
し
て
、
人
材
育
成
、
レ
ジ
リ

エ
ン
ト
な
社
会
づ
く
り
、
公
正
な
移
行
、
政
府
の
率
先
的
取
組
、

カ
ー
ボ
ン
プ
ラ
イ
シ
ン
グ
を
取
り
上
げ
、
第
5
章
で
は
、
戦
略
の

レ
ビ
ュ
ー
と
将
来
的
な
見
直
し
に
つ
い
て
記
載
し
た
。

本
稿
執
筆
時
点
で
、
長
期
戦
略
の
提
出
国
は
13
か
国
に
留
ま
っ

て
い
る
が
、
2
0
1
9
年
9
月
の
国
連
気
候
サ
ミ
ッ
ト
に
合
わ
せ

て
、
66
か
国
が
2
0
5
0
年
ま
で
に「
ネ
ッ
ト
ゼ
ロ
C
O
²
排

出
」を
実
現
す
る
、
ま
た
は
そ
の
た
め
の
国
内
検
討
に
着
手
し
た

と
表
明
し
た
。
そ
の
内
訳
を
み
る
と
、
欧
州
諸
国
、
小
島
嶼
国
、

中
南
米
諸
国
が
目
立
つ【
図
７
】（
17
ペ
ー
ジ
）。

他
方
、
米
国
、
ロ
シ
ア
、
中
国
、
イ
ン
ド
と
い
っ
た
大
排
出
国

は
表
明
し
て
い
な
い
。
ア
ジ
ア
諸
国
か
ら
の
表
明
も
少
数
に
と
ど

ま
る
。
今
の
と
こ
ろ
、
世
界
の
足
並
み
が
揃
っ
て
い
る
と
は
言
い

難
い
。

3
、
ネ
ッ
ト
ゼ
ロ
排
出
の
実
現
時
期

　

〜
2
0
5
0
年
の
実
現
に
欧
州
・
小
島
嶼
国
・
中
南
米
諸

国
は
前
向
き
だ
が
、
大
排
出
国
と
ア
ジ
ア
諸
国
は
消
極
的
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1
、
2
0
2
5
年
に
2
0
3
0
年
以
降
の
削
減
目
標
の
提
出

　

〜
長
期
戦
略
の
ビ
ジ
ョ
ン
を
現
実
の
削
減
目
標
に
落
と
し

込
む
こ
と
に
は
多
大
な
困
難
を
伴
う

4
２
０
２
５
年
に
直
面
す
る
課
題
と

２
０
２
５
年
に
直
面
す
る
課
題
と

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
役
割

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
役
割

た
だ
し
、
2
0
2
0
年
の
米
国
大
統
領
選
挙
に
向
け
た
民
主
党

候
補
の
多
く
は
2
0
5
0
年
以
前
の
ネ
ッ
ト
ゼ
ロ
実
現
を
掲
げ
て

お
り
、
政
権
交
代
す
れ
ば
、
米
国
を
起
点
と
し
て
情
勢
が
変
わ
る

可
能
性
が
あ
る
。

「
ネ
ッ
ト
ゼ
ロ
C
O
²
排
出
」は
、
日
本
の
長
期
戦
略
で
掲
げ
て

い
る「
脱
炭
素
社
会
」と
ほ
ぼ
同
義
で
あ
る
が（
※
厳
密
に
い
え
ば
、

日
本
の
脱
炭
素
社
会
は
C
O
²
だ
け
で
は
な
く
、
温
室
効
果
ガ
ス

全
体
で
の
ネ
ッ
ト
ゼ
ロ
排
出
を
扱
う
点
で
異
な
る
）、
日
本
は
そ

の
実
現
時
期
を
今
世
紀
後
半
の
で
き
る
限
り
早
い
時
期
と
し
て
お

り
、
2
0
5
0
年
に
つ
い
て
は
80
%
減
と
の
長
期
目
標
を
掲
げ
て

い
る
。
他
方
、
自
治
体
レ
ベ
ル
で
は
、
国
連
サ
ミ
ッ
ト
の
機
会
を

捉
え
て
、
東
京
都
と
横
浜
市
が
2
0
5
0
年
ま
で
に
ネ
ッ
ト
ゼ
ロ

排
出
を
実
現
す
る
と
の
目
標
を
掲
げ
た
。

こ
れ
ま
で
に
述
べ
て
き
た
よ
う
に
、
各
締
約
国
は
パ
リ
協
定
の

下
で
2
0
2
0
年
ま
で
に
2
0
3
0
年
目
標
を
掲
げ
つ
つ
、
今

【図７】
国連気候サミット（2019年9月）に合わせて2050年までに「ネットゼロCO₂排出」を実現する、

またはそのための国内検討に着手したと表明した国々

出典：mapchart（https://mapchart.net）を用いて筆者作成。小島嶼国等の国土面積が小さい国々は丸印（●）で示されてい
る。なお、EU も表明したが、この図では表明した各加盟国のみ記している

世
紀
中
頃
に
向
け
た
長
期
戦
略
も
任
意
で
策
定
す
る
こ
と
に
な
っ

て
い
る
。
削
減
目
標
に
つ
い
て
は
、
達
成
に
向
け
た
進
捗
を
パ
リ

協
定
の
下
で
国
際
的
に
評
価
す
る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
が
、
長
期

戦
略
に
つ
い
て
は
そ
の
よ
う
な
規
定
は
な
い
。
2
0
3
0
年
目
標

は
実
際
に
達
成
す
べ
き
も
の
で
あ
る
一
方
、
2
0
5
0
年
頃
を
対

【図８】

日本の2030年目標と2050年目標を直線的に結ぶ場合の排出経路

21002090208020702060

今世紀後半のできる限り早い時期に脱炭素化

2050204020302020201020001990
0
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1200

1400
2013年

2013年比26％減

2013年比80％減

C
O
₂排
出
量
(百
万
ト
ン
C
O
₂換
算
)

2030年目標と
2050年目標を
直線でつなぐと、
2040年は53％減

「積み上げ」で
この数字を作ることは
極めて難しい

出典：筆者作成

象
と
す
る
長
期
戦
略
は
ビ
ジ
ョ
ン
を
掲
げ
る
も
の
で
あ
る
と
言
え

る
。
20
年
の
時
間
差
が
あ
る
こ
と
で
、
現
実
と
理
想
の
併
存
が
可

能
と
な
っ
て
い
る
の
で
あ
る
。

し
か
し
、
各
締
約
国
は
２
０
２
５
年
に
は
、
２
０
３
０
年
よ
り

先
の
削
減
目
標
を
提
出
す
る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
。
次
期
削
減
目

標
の
目
標
年
を
2
0
3
5
年
と
す
る
か
、
2
0
4
0
年
と
す
る

か
は
、
今
後
の
国
際
交
渉
次
第
で
あ
る
が
、
仮
に
2
0
4
0
年

と
な
れ
ば
、
2
0
5
0
年
ま
で
残
り
10
年
と
な
り
、
長
期
戦
略

に
お
い
て
ビ
ジ
ョ
ン
と
し
て
掲
げ
た
大
規
模
削
減
を
実
際
に
達

成
す
べ
き
削
減
目
標
に
落
と
し
込
め
る
か
ど
う
か
が
大
き
な
論

点
と
な
る
。
つ
ま
り
、
現
実
と
理
想
の
相
克
に
直
面
す
る
こ
と

に
な
る
。

た
と
え
ば
、
日
本
は
2
0
3
0
年
に
2
0
1
3
年
比
で
26
％
減

と
の
削
減
目
標
を
掲
げ
つ
つ
、
2
0
5
0
年
に
つ
い
て
は
、
基
準

年
を
示
さ
ず
に
80
％
減
と
の
長
期
目
標
を
掲
げ
て
い
る
。
仮
に

2
0
5
0
年
目
標
の
基
準
年
も
2
0
1
3
年
と
し
、
2
0
3
0
年

か
ら
2
0
5
0
年
に
向
け
て
直
線
的
に
削
減
す
る
な
ら
ば
、
年
率

２･

７
ポ
イ
ン
ト
の
ペ
ー
ス
で
削
減
し
、
2
0
4
0
年
に
は
53
％

減
と
な
る【
図
８
】。

長
期
戦
略
が
そ
う
で
あ
る
よ
う
に
、
達
成
に
向
け
た
進
捗
評
価

を
行
わ
な
い
ビ
ジ
ョ
ン
で
あ
れ
ば
、
こ
う
し
た
野
心
的
な
数
字
を

提
示
で
き
る
か
も
し
れ
な
い
。
し
か
し
、
現
実
に
達
成
す
べ
き
目

標
と
し
て
提
示
す
る
に
は
、
個
別
の
削
減
機
会
の
積
み
上
げ
と

い
っ
た
実
現
に
向
け
た
裏
付
け
が
必
要
で
あ
り
、
現
時
点
で
は
高

コ
ス
ト
な
技
術
・
対
策
を
多
く
含
め
な
け
れ
ば
、
こ
の
よ
う
な
数
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詳
し
く
は
、
筒
井
純
一（
２
０
１
９
）「
地
球
温
暖
化
を
考
え
る（
８
）　

ゼ
ロ
排

出
到
達
時
期
」（
電
力
中
央
研
究
所
環
境
科
学
研
究
所
コ
ラ
ム　

Ｅ
Ｅ
ト
レ
ン
ド

ウ
ォ
ッ
チ
第
24
回
）を
参
照
。

https://criepi.denken.or.jp/jp/env/research/eetw
/201908.htm

l

＊7
＊8

＊8 ＊7

2
、
ビ
ジ
ョ
ン
実
現
の
カ
ギ
は
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

　

〜
需
要
側
の
電
化
と
供
給
側
の
ゼ
ロ
排
出
化
の
組
み
合
わ
せ

が
重
要

ａ
新
技
術
へ
の
取
組

ｂ
需
要
側
の
電
化
の
促
進

ｃ
供
給
側
の
ゼ
ロ
排
出
化
（
２
０
５
０
年
の
電
源
構
成
）

字
を
作
る
こ
と
は
極
め
て
難
し
い
だ
ろ
う
。

さ
ら
に
、
2
0
2
5
年
の
削
減
目
標
提
出
ま
で
に
は
、
気
候
変

動
に
関
す
る
政
府
間
パ
ネ
ル（
I
P
C
C
）が
最
新
の
科
学
的
知
見

を
取
り
ま
と
め
た
評
価
報
告
書
を
作
成
す
る
こ
と
に
な
っ
て
お

り
、
そ
の
中
で
は
、
2
度
／
１·

５
度
目
標
と
整
合
的
な
将
来
排

出
量（
累
積
的
な
C
O
²
排
出
量
を
意
味
す
る「
カ
ー
ボ
ン
バ

ジ
ェ
ッ
ト
」と
よ
ば
れ
る
）の
評
価
が
更
新
さ
れ
る
。

ま
た
、
温
度
の
上
が
り
や
す
さ
を
示
す「
気
候
感
度
」に
つ
い
て

も
既
存
の
評
価
が
更
新
さ
れ
、
同
量
の
排
出
量
で
も
温
度
上
昇
が

従
前
の
評
価
よ
り
も
大
き
く
な
る
、
つ
ま
り
、
よ
り
温
暖
化
し
や

す
い
と
の
評
価
に
改
ま
る
可
能
性
が
出
て
き
て
い
る
。

仮
に
同
量
の
排
出
量
で
も
温
暖
化
し
や
す
い
と
い
う
評
価
結
果

と
な
っ
た
場
合
、
2
度
／
１·

５
度
目
標
に
整
合
的
な
削
減
目
標
を

設
定
す
る
こ
と
は
一
層
難
し
く
な
る
。

現
実
と
理
想
の
相
克
を
超
え
る
カ
ギ
は
、
日
本
政
府
が
長
期
戦

略
で
強
調
し
て
い
る
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
、
特
に
既
存
技
術
の
延
長

線
上
に
は
な
い
非
連
続
な
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
で
あ
る
。
日
本
政
府

カ
ー
ボ
ン
バ
ジ
ェ
ッ
ト
に
つ
い
て
は
、
筒
井
純
一（
２
０
１
７
）「
地
球
温
暖
化
を

考
え
る（
５
）carbon budget

に
つ
い
て
」（
電
力
中
央
研
究
所
環
境
科
学
研
究

所
コ
ラ
ム　

Ｅ
Ｅ
ト
レ
ン
ド
ウ
ォ
ッ
チ
第
13
回
）

https://criepi.denken.or.jp/jp/env/research/eetw
/201712.htm

l

及
び
筒
井
純
一（
２
０
１
８
）「
地
球
温
暖
化
を
考
え
る（
７
）　

Ｉ
Ｐ
Ｃ
Ｃ
１
・５
度
特

別
報
告
書
の
カ
ー
ボ
ン
バ
ジ
ェ
ッ
ト
の
評
価
」（
電
力
中
央
研
究
所
環
境
科
学
研
究
所

コ
ラ
ム　

Ｅ
Ｅ
ト
レ
ン
ド
ウ
ォ
ッ
チ
第
21
回
）を
参
照
。

https://criepi.denken.or.jp/jp/env/research/eetw
/201812.htm

l

は
非
連
続
な
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
明
確
に
は
定
義
し
て
い
な
い

が
、
文
書
中
の
関
連
す
る
記
載
を
つ
な
ぎ
合
わ
せ
る
と
、
温
室
効

果
ガ
ス
の
排
出
を
低
コ
ス
ト
で
大
幅
に
減
ら
す
こ
と
を
可
能
に
す

る
新
技
術
を
指
し
て
い
る
も
の
と
思
わ
れ
、
そ
の
代
表
例
と
し

て
、
炭
素
回
収
利
用
・
炭
素
回
収
貯
留
、
水
素
、
ペ
ロ
ブ
ス
カ
イ

ト
系
な
ど
の
次
世
代
太
陽
電
池
、
小
型
モ
ジ
ュ
ー
ル
原
子
炉
等
が

挙
げ
ら
れ
て
い
る
。

非
連
続
な
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
へ
の
傾
斜
は
日
本
に
限
っ
た
こ
と

で
は
な
く
、
脱
炭
素
社
会
の
技
術
的
な
絵
姿
を
描
こ
う
と
す
れ

ば
、
多
か
れ
少
な
か
れ
、
現
在
は
実
用
化
さ
れ
て
い
な
い
技
術
に

期
待
す
る
こ
と
に
な
る
。
例
え
ば
、
E
U
の
政
策
執
行
機
関
で
あ

る
欧
州
委
員
会
は
、
2
0
1
8
年
11
月
に
脱
炭
素
化
に
向
け
た
ビ

ジ
ョ
ン
を
公
表
し
、
そ
の
中
で
脱
炭
素
化
の
技
術
的
な
絵
姿
を
示

し
て
い
る
が
、「
バ
イ
オ
マ
ス
C
C
S
」（
※
バ
イ
オ
マ
ス
発
電
か
ら

生
じ
た
C
O
²
を
回
収
し
、
地
中
に
貯
留
す
る
技
術
。
大
気
中

の
C
O
²
を
バ
イ
オ
マ
ス
と
い
う
形
で
取
り
込
み
、
そ
れ
を
地

中
に
埋
め
る
の
で
、
結
果
的
に
大
気
中
の
C
O
²
を
除
去
す
る

こ
と
に
な
る
）、「e-fuel

」（
※
水
の
電
気
分
解
に
よ
る
水
素
と

C
O
²
を
合
成
し
て
得
ら
れ
る
液
体
ま
た
は
気
体
の
燃
料
。
炭
素

回
収
利
用
の
一
種
）、「
直
接
空
気
回
収
」（
※
C
O
²
を
吸
収
し
て

大
気
中
か
ら
除
去
す
る
技
術
。
除
去
し
た
C
O
²
はe-fuel

の
原

料
と
し
て
用
い
た
り
、
地
中
に
埋
め
た
り
す
る
）と
い
っ
た
非
連

続
な
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
想
定
し
て
い
る
。
こ
う
し
た
非
連
続
な

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
は
、
航
空
・
船
舶
用
の
燃
料
や
素
材
産
業
の
原

料
な
ど
、
排
出
削
減
が
難
し
い
分
野
で
と
り
わ
け
重
要
に
な
る
。

他
方
、
既
存
技
術
の
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
も
大
規
模
削
減
に
不
可

欠
で
あ
る
。
ゼ
ロ
排
出
を
実
現
す
る
た
め
に
は
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
需

要
側
に
お
い
て
、
化
石
燃
料
の
燃
焼
を
止
め
、
電
化
を
促
進
す
る

こ
と
が
必
須
で
あ
る
。
既
存
の
長
期
シ
ナ
リ
オ
分
析
に
お
い
て

も
、
C
O
²
排
出
の
制
約
が
強
く
な
る
ほ
ど
、
電
化
率
が
高
ま
る

傾
向
に
あ
り
【
図
９
】(

21
ペ
ー
ジ)

　 

、
電
気
自
動
車
、
ヒ
ー
ト

ポ
ン
プ
、
蓄
電
池
な
ど
、
電
化
を
促
進
す
る
技
術
の
イ
ノ
ベ
ー

シ
ョ
ン
は
削
減
ペ
ー
ス
を
加
速
さ
せ
る
。
電
化
の
促
進
は
、
米
国

に
お
い
て
も
、
様
々
な
立
場
か
ら
提
起
さ
れ
て
い
る
。

電
化
の
促
進
と
対
に
な
る
の
が
、
供
給
側
の
ゼ
ロ
排
出
化
で
あ

る
。
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
、
原
子
力
発
電
、
炭
素
回
収
利
用
・

炭
素
回
収
貯
留
な
ど
多
様
な
技
術
オ
プ
シ
ョ
ン
が
存
在
し
て
お

り
、
こ
れ
ら
の
技
術
を
進
歩
さ
せ
つ
つ
、
ど
の
よ
う
に
組
み
合
わ

せ
る
か
が
カ
ギ
と
な
る
。
こ
れ
に
は
様
々
な
考
え
方
が
あ
り
う
る

が
、
電
力
中
央
研
究
所
で
は
、
２
０
５
０
年
に
エ
ネ
ル
ギ
ー
起
源

C
O
²
排
出
量
の
2
0
1
3
年
度
比
80
％
削
減
を
達
成
す
る
電
力

需
給
の
姿
を
分
析
し
た
。
2
0
3
0
年
ま
で
の
経
済
成
長
率
を
年

率
１･

７
％
（
政
府
の
長
期
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
給
見
通
し
と
同
じ
想

定
）、
そ
の
後
の
成
長
率
を
年
率
０･

５
％
と
し
て
分
析
し
、
①
足

元
の
20
年
間（
1
9
9
6
～
2
0
1
5
年
）と
同
程
度
の
省
エ
ネ

＊9

＊9

詳
し
く
は
、
坂
本
将
吾（
２
０
１
８
）「
Ｃ
Ｏ
²
の
長
期
大
規
模
削
減
と
電
化
︱
排

出
制
約
下
に
お
け
る
電
化
の
促
進
と
電
力
需
要
の
関
係
性
」『
電
力
経
済
研
究
』

N
o.65, 121-135

頁
を
参
照
。

https://criepi.denken.or.jp/jp/serc/periodicals/pdf/
periodicals65_09.pdf

＊10

＊10

米
国
に
お
け
る
議
論
に
つ
い
て
は
、
西
尾
健
一
郎（
２
０
１
９
）「
米
国
に
お
け
る

電
化
を
巡
る
議
論
か
ら
学
ぶ
べ
き
こ
と
は
何
か
？
」（
電
気
新
聞
２
０
１
９
年
2

月
6
日
掲
載
）を
参
照
。

https://criepi.denken.or.jp/jp/serc/denki/2019/190206.htm
l

に
留
ま
る
場
合
、
80
％
削
減
は
達
成
さ
れ
ず
、
省
エ
ネ
の
深
堀
り

が
不
可
欠
で
あ
る
こ
と
、
②
再
エ
ネ
を
出
力
制
御
せ
ず
、
最
大
規

模
で
導
入
さ
れ
る
場
合
、
ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
電
源
比
率
は

84
％
、
こ
の
う
ち
原
子
力
発
電
比
率
は
18
％
（
2
2
0
0
億

k
W
h
）と
な
る
こ
と
、
③
こ
の
実
現
に
は
、
蓄
電
池
の
大
量
導

https://criepi.denken.or.jp/jp/serc/periodicals/pdf/periodicals65_09.pdf
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【図10】

ｄ
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
タ
イ
ミ
ン
グ
と
コ
ス
ト

【図９】

入
や
電
力
系
統
の
増
強
が
必
要
と
な
る
こ
と
に
加
え
、
原
子
力
発

電
に
つ
い
て
は
、
86･

７
％
と
い
う
高
い
設
備
利
用
率（
13
か
月
運

転
・
2
か
月
定
期
検
査
を
想
定
）の
場
合
で
も
、
2
9
0
0
万
k
W

の
設
備
容
量
が
必
要
と
な
り
、
現
在
再
稼
働
し
て
い
る
発
電
所

と
、
新
規
制
基
準
の
下
で
の
設
置
許
可
申
請
済
の
発
電
所
だ
け
で

は
足
り
ず
、
未
申
請
の
発
電
所
に
加
え
、
計
画
段
階
の
発
電
所
の

う
ち
7
0
0
万
k
W
程
度
の
新
増
設
が
な
け
れ
ば
達
成
で
き
な

い
こ
と
、
④
2
0
1
9
年
2
月
時
点
で
の
設
置
許
可
申
請
済
の
既

設
の
原
子
力
発
電
だ
け
で
目
標
を
満
た
す
場
合
、
炭
素
回
収
利

用
・
炭
素
回
収
貯
留
の
大
規
模
な
導
入
が
必
要
と
な
り
、
そ
の
コ

ス
ト
負
担
が
重
荷
と
な
り
う
る
こ
と
や
、
さ
ら
に
炭
素
回
収
利

用
・
炭
素
回
収
貯
留
も
活
用
で
き
な
い
場
合
に
は
、
2
0
3
0
年

か
ら
2
0
5
0
年
の
経
済
成
長
率
が
ゼ
ロ
と
な
る
ほ
ど
に
生
産
活

動
が
停
滞
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
な
ど
を
論
じ
た【
図
10
】。

需
要
側
の
電
化
と
供
給
側
の
ゼ
ロ
排
出
化
は
、
前
述
の
欧
州
委

員
会
に
よ
る
脱
炭
素
化
ビ
ジ
ョ
ン
の
柱
で
も
あ
る
。

問
題
は
、
2
0
3
0
年
代
に
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
成
果
を
社
会

実
装
で
き
る
か
、
つ
ま
り
、
社
会
が
許
容
で
き
る
コ
ス
ト
で
導
入

で
き
る
か
ど
う
か
で
あ
る
。
こ
れ
に
は
、
2
つ
の
側
面
が
あ
る
。

第
一
に
、
技
術
開
発
の
ス
ピ
ー
ド
で
あ
る
。
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

は
本
質
的
に
不
可
知
な
と
こ
ろ
が
あ
り
、
そ
の
速
度
を
予
測
す
る

こ
と
は
難
し
く
、
期
待
を
超
え
る
こ
と
も
あ
れ
ば
、
必
要
な
ス

分
析
の
詳
細
に
つ
い
て
は
、
浜
潟
純
大
ほ
か（
２
０
１
９
）「
２
０
５
０
年
の
Ｃ
Ｏ
²

大
規
模
削
減
を
実
現
す
る
た
め
の
経
済
お
よ
び
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
電
力
需
給
の
定
量

分
析
」電
力
中
央
研
究
所
研
究
資
料Y19501

を
参
照
。

https://criepi.denken.or.jp/jp/serc/source/Y19501.htm
l

＊11

＊11

「IPCC1.5度特別報告書」の各シナリオにおける発電設備のCO₂排出原単位と電化率の分布

出典：「電気事業低炭素社会協議会 地球温暖化対策に係る長期ビジョン　低炭素社会の実現に向けた我が国の電気事業者の貢献について」
　　　に掲載されている図を東北エネルギー懇談会にて編集

21世紀中のピーク昇温が確率50～66%
で1.5℃未満。オーバーシュートなし
2100年の昇温中央値が1.5℃未満。確率
50～66%で一時的に1.5℃を超過
2100年の昇温中央値が1.5℃未満。確率
67%以上で一時的に1.5℃を超過
21世紀中のピーク昇温が確率67%以上
で2℃未満
21世紀中のピーク昇温が確率50～66%
で2℃未満
2℃超過

＝ 発電部門CO₂排出量
二次エネルギー発電電力量

CO₂排出
原単位

＝
電力需要

最終エネルギー消費量
電化率

-2000200400600

10

30

50

70

電化率［％］

CO₂排出原単位［g/kWh］

2100年

電気の低炭素化（横軸）
×

電化の促進（縦軸）

電気の低炭素化

電
化
の
促
進

将来に向かう相互の改革を想定

ピ
ー
ド
に
達
し
な
い
こ
と
も
あ
る
。
2
0
2
5
年
に
提
出
す
る
次

期
削
減
目
標
は
、
こ
の
よ
う
な
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
不
確
実
性
の

中
で
検
討
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。
日
本
政
府
の
長
期
戦
略
は
、「
技

術
開
発
等
が
追
い
付
か
ず
、
必
要
と
さ
れ
る
タ
イ
ミ
ン
グ
で
の
大

幅
な
コ
ス
ト
ダ
ウ
ン
が
難
し
い
場
合
に
は
、
温
室
効
果
ガ
ス
排
出

の
大
幅
削
減
を
実
現
す
る
た
め
の
何
ら
か
の
取
組
も
必
要
と
な
っ

て
く
る
と
考
え
ら
れ
る
」と
も
述
べ
て
い
る
。「
何
ら
か
の
取
組
」は

具
体
的
に
示
さ
れ
て
い
な
い
が
、
低
コ
ス
ト
の
技
術
オ
プ
シ
ョ
ン

が
な
い
中
で
の
大
幅
削
減
と
な
る
の
で
、
経
済
的
に
大
き
な
負
担

を
伴
う
も
の
に
な
ろ
う
。

第
二
に
、
社
会
が
許
容
す
る
コ
ス
ト
で
あ
る
。
こ
れ
に
は
、
産

業
の
国
際
競
争
力
を
損
な
わ
な
い
と
い
う
観
点
も
あ
れ
ば
、
人
々

が
気
候
変
動
問
題
を
ど
れ
ほ
ど
の
深
刻
度
で
捉
え
費
用
負
担
を
受

け
入
れ
る
か
と
い
う
視
点
も
あ
る
。
も
し
、
人
々
が
気
候
変
動
問

題
を
重
大
な
課
題
と
捉
え
、
大
き
な
コ
ス
ト
負
担
を
許
容
す
る
の

で
あ
れ
ば
、
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
社
会
実
装
で
き
る
タ
イ
ミ
ン
グ

を
前
倒
し
で
き
る
。
こ
の
点
に
関
連
し
て
、
最
近
、
気
候
変
動
問

題
の
捉
え
方
が
変
わ
り
つ
つ
あ
る
状
況
を
次
節
で
取
り
上
げ
て
、

本
稿
を
締
め
く
く
る
。

CO₂ 80％減を達成する際の2050年の電源構成

0

3,000

6,000

9,000

12,000

15,000

0

30,000

60,000

90,000

出典：浜潟純大ほか（2019）「2050年のCO₂大規模削減を実現するための経済およびエネルギー・電力需給の定量分析」電力中央研究所研究資料Y19501
　に掲載されている図を東北エネルギー懇談会にて編集

LNG　6,692

蓄電池　21,568

揚水　2,553

水力・バイオ・地熱  5.922

風力　7,500

太陽光　35,590

原子力　2,882

LNG　1,930

バイオ・地熱　1,040

水力　1,441

風力　1,711

太陽光　3,866

ゼ
ロ
エ
ミ
比
率
84
％

太陽光・風力の出力制御を
ゼロとするため、
蓄電池の大量導入を想定

原子力　2,188

原子力
2,188 億 kWh
2,882 万ｋW

発電量(億kWh) 発電設備容量(万kW)
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２
、
気
候
変
動
問
題
の
他
分
野
へ
の
波
及

　
　

〜
エ
ネ
ル
ギ
ー
だ
け
で
は
な
く
、
金
融
、
貿
易
、
人
権
、

安
全
保
障
に
も
影
響

上
野
貴
弘（
２
０
１
８
）「
企
業
の
気
候
変
動
情
報
開
示
︱
Ｔ
Ｃ
Ｆ
Ｄ
へ
の
関
心

拡
大　

エ
ネ
産
業
に
も
影
響
波
及
」（
電
気
新
聞
２
０
１
８
年
9
月
11
日
掲
載
）

を
参
照
。

https://criepi.denken.or.jp/jp/serc/colum
n/colum

n30.htm
l

及
び
外
崎
静
香（
２
０
１
８
）「
投
資
家
へ
の
気
候
変
動
情
報
の
提
供
の
た
め
に
企
業

が
な
す
べ
き
こ
と
は
何
か
？
」（
電
気
新
聞
２
０
１
８
年
12
月
26
日
掲
載
）を
参
照
。

https://criepi.denken.or.jp/jp/serc/denki/2018/181226.htm
l

【図11】

こ
れ
ま
で
、
気
候
変
動
問
題
は
、
目
標
設
定
と
費
用
負
担
、
目

標
達
成
の
た
め
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
や
技
術
の
姿
と
い
っ
た
観
点
か
ら

論
じ
ら
れ
る
こ
と
が
多
か
っ
た
が
、
最
近
、
問
題
の
捉
え
方
に
変

化
の
兆
し
が
見
ら
れ
る
。

た
と
え
ば
、
2
0
1
9
年
に
な
っ
て
、
海
外
で
は
、「
気
候
正

義（clim
ate justice

）」「
気
候
危
機（clim

ate crisis
）」「
気
候

非
常
事
態（clim

ate em
ergency

）」と
い
っ
た
倫
理
・
道
徳
性

や
切
迫
性
の
意
味
合
い
を
も
っ
た
言
葉
遣
い
で
気
候
変
動
問
題
を

捉
え
る
傾
向
が
に
わ
か
に
強
ま
っ
た
。
日
本
で
も
、
一
部
の
メ

デ
ィ
ア
な
ど
で
こ
れ
ら
の
言
葉
が
使
わ
れ
て
い
る
。G

oogle

は

G
oogle Trends

と
い
う
検
索
語
の
人
気
度
ト
レ
ン
ド
を
調
べ
る

ツ
ー
ル
を
提
供
し
て
い
る
が
、
こ
れ
ら
の
言
葉
を
調
べ
る
と
、

2
0
1
9
年
に
入
っ
て
か
ら
人
気
度
が
急
激
に
伸
び
て
い
る
こ

と
が
分
か
る【
図
11
】
。

ま
た
、
米
国
を
対
象
と
す
る
世
論
調
査
で
は
、
18
歳
か
ら
34
歳

ま
で
の
回
答
者
の
74
％
が「
気
候
変
動
は
非
常
事
態
で
あ
る
」と
回

5
気
候
変
動
問
題
を
捉
え
な
お
す
動
き

気
候
変
動
問
題
を
捉
え
な
お
す
動
き

１
、
気
候
正
義
、
気
候
危
機
、
気
候
非
常
事
態

　
　

〜
気
候
変
動
を
緊
急
課
題
と
捉
え
る
考
え
方
に
一
定
の

広
が
り

答
し
、
他
の
世
代
よ
り
も
突
出
し
た
数
字
と
な
っ
た（
※
世
論
調

査
で
有
名
な
米
キ
ニ
ピ
ア
ッ
ク
大
学
が
2
0
1
9
年
8
月
に
実

施
し
た
調
査
に
よ
る
。
な
お
、
他
の
世
代
で
は
、
35
～
49
歳
が

54
％
、
50
～
64
歳
が
49
％
、
65
歳
以
上
が
52
％
で
あ
っ
た
）。
　

倫
理
・
道
徳
性
や
切
迫
性
と
い
っ
た
視
点
で
気
候
変
動
を
捉
え
て

い
る
の
は
、
若
者
世
代
で
あ
る
こ
と
が
示
唆
さ
れ
、
国
連
の
気
候

サ
ミ
ッ
ト
で
演
説
し
た
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
の
高
校
生
グ
レ
タ
・

ト
ゥ
ー
ン
ベ
リ
さ
ん
は
そ
の
象
徴
と
言
え
る
。

こ
れ
と
は
別
の
傾
向
と
し
て
、
こ
の
数
年
、
気
候
変
動
問
題
が

他
の
分
野
に
広
く
波
及
す
る
よ
う
に
な
っ
て
い
る
。
気
候
変
動
問

題
は
長
年
に
わ
た
っ
て
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
巡
る
諸
課
題
と
表
裏
一

体
の
も
の
と
し
て
扱
わ
れ
て
き
た
が
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
以
外
に
も
、

金
融
、
貿
易
、
人
権
、
安
全
保
障
な
ど
の
分
野
に
も
広
が
り
を
み

せ
て
い
る
。

例
え
ば
、
金
融
と
の
関
係
で
は
、
近
年
、
気
候
変
動
へ
の
対
応

の
遅
れ
を
金
融
リ
ス
ク
と
捉
え
る
見
方
が
提
起
さ
れ
、
金
融
機

関
・
企
業
に
対
し
て
、
気
候
変
動
を
考
慮
し
た
財
務
情
報
開
示
が

求
め
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。
ま
た
、
E
U
は
気
候
変
動
を
考
慮

し
た
金
融
制
度
を
整
備
し
つ
つ
あ
り
、
米
国
の
有
力
エ
ネ
ル
ギ
ー ＊12

企
業
で
は
、
気
候
変
動
に
関
す
る
株
主
提
案
が
総
会
で
可
決
さ
れ

る
状
況
と
な
っ
た
。

貿
易
に
つ
い
て
は
、
欧
米
に
お
け
る
選
挙
を
契
機
と
し
て
、
気

候
変
動
対
策
が
不
十
分
な
国
か
ら
の
輸
入
品
に
対
し
て
炭
素
コ
ス

ト
分
の
関
税
を
課
す
と
い
う「
国
境
炭
素
税
」が
争
点
に
急
浮
上
し

て
い
る
。
　
こ
の
措
置
は
貿
易
相
手
国
に
温
暖
化
対
策
の
強
化
を

迫
る
強
力
な
手
段
と
な
る
が
、
実
際
に
導
入
す
る
に
は
、
世
界
貿

易
機
構（
W
T
O
）の
自
由
貿
易
ル
ー
ル
と
の
整
合
性
な
ど
、
克
服

す
べ
き
課
題
が
多
く
、
容
易
で
は
な
い
。
通
商
と
気
候
変
動
の
関

係
は
、
今
後
も
大
き
な
論
点
と
な
る
だ
ろ
う
。

米
国
に
お
け
る
若
年
層
の
意
識
変
化
は
数
年
前
か
ら
み
ら
れ
る
傾
向
で
あ
っ

た
。
詳
し
く
は
、
上
野
貴
弘（
２
０
１
８
）「
米
国
民
の
温
暖
化
へ
の
態
度
︱
党

派
間
の
隔
た
り
が
拡
大　

若
年
層
で
は
関
心
高
ま
る
」（
電
気
新
聞
２
０
１
８
年

4
月
24
日
掲
載
）を
参
照
。

https://criepi.denken.or.jp/jp/serc/colum
n/colum

n25.htm
l
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［人気度］

「気候正義（climate justice）」「気候危機（climate crisis）」「気候非常事態（climate emergency）」の
Googleにおける「人気度」の変化（2014年10月19日から2019年10月18日まで）

climate justice（気候正義）
climate crisis（気候危機）
climate emergency（気候非常事態）

出典：Google Trends を用いて
筆者作成
※縦軸は検索語の「人気度」を表
す。Google は、人気度について
「特定の地域と期間について、
グラフ上の最高値を基準として
検索インタレストを相対的に表
したものです。100 の場合はそ
のキーワードの人気度が最も高
いことを示し、50の場合は人気
度が半分であることを示しま
す」と説明している。

　このグラフは、全ての国を対象
として2014 年 10 月19日から
2019 年 10 月18日までの期間
について、3つの検索語の人気
度を表したものである。最も人気
度が高かったのが、2019 年 4
月頃の “climate emergency”
であり、値が 100となっている。

　この検索語の他の期間の人気
度や他の検索度の人気度は、
これに対して相対化された値と
して示されている。
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上
野
貴
弘（
２
０
１
９
）「
欧
米
の
国
境
炭
素
税
構
想
︱
選
挙
を
契
機
に
提
案
浮
上　

実
現
へ
の
ハ
ー
ド
ル
高
く
」（
電
気
新
聞
２
０
１
９
年
9
月
10
日
掲
載
）を
参
照
。

https://criepi.denken.or.jp/jp/serc/colum
n/colum

n39.htm
l
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国
際
枠
組
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︱
２
０
１
３
年
の
交
渉
動
向
と
２
０
１
５
年
の
合
意
期
限
に
向
け
た
課

題
︱Y

13
0

2
0

, 2
014
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学
術
論
文

上
野
貴
弘（
２
０
１
８
）「
温
暖
化
対
策
は
ど
う
あ
る
べ
き
か
︱
本
特
集
号
の
概
要
と
政
策

課
題
へ
の
示
唆
︱
」『
電
力
経
済
研
究
』N

o.6
5

, 1-15

頁

上
野
貴
弘（
２
０
１
８
）「
ト
ラ
ン
プ
大
統
領
の
パ
リ
協
定
脱
退
表
明
を
ど
う
捉
え
る
か
」

『
電
力
経
済
研
究
』N

o.6
5

, 6
7-81

頁

上
野
貴
弘（
２
０
１
８
）「
パ
リ
協
定
に
お
け
る
国
別
目
標
の
進
捗
捕
捉
の
試
み
︱
中
国
を

事
例
と
す
る
分
析
と
協
定
実
施
指
針
へ
の
示
唆
︱
」『
電
力
経
済
研
究
』N

o.65, 82-9
9

頁

【
学　

歴
】

【
職　

歴
】

【
研
究
分
野
】

【
主
な
研
究
業
績
】

若
林
雅
代
・
木
村
宰（
２
０
１
８
）「
炭
素
税
と
三
重
の
配
当
論
」『
電
力
経
済
研

究
』N

o.65, 55-66

頁
を
参
照
。

https://criepi.denken
.or.jp/jp/serc/periodicals/pdf/

periodicals65_05.pdf
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4
、
経
済
成
長
と
の
関
係

　

〜
日
本
は「
成
長
戦
略
」と
し
て
長
期
低
排
出
戦
略
を
提
示

5
、
問
題
の
捉
え
直
し
と
負
担
の
許
容

気
象
に
関
係
す
る
自
然
災
害
が
頻
発
す
る
中
で
、
気
候
の
変
化

で
生
じ
る
ス
ト
レ
ス
を
吸
収
す
る
能
力
や
そ
れ
へ
の
頑
健
性
を
向

上
す
る
プ
ロ
セ
ス
を
指
す「
気
候
レ
ジ
リ
エ
ン
ス
」に
注
目
が
集

ま
っ
て
い
る
。
極
端
な
事
象（
降
雨
、
暴
風
、
熱
波
等
）に
対
す
る

強
靭
性
を
意
味
す
る
が
、
気
候
変
動
の
文
脈
で
は
、
強
靭
化
を
進

め
る
過
程
で
、
大
規
模
削
減
と
統
合
的
に
社
会
シ
ス
テ
ム
を
変
え

て
い
く
こ
と
が
前
提
と
な
る
。

例
え
ば
、
米
国
エ
ネ
ル
ギ
ー
省
は
、
電
気
事
業
向
け
に
気
候
レ

ジ
リ
エ
ン
ス
向
上
に
向
け
た
ガ
イ
ド
を
2
0
1
6
年
に
ま
と
め
た
。

こ
れ
に
は
米
国
の
19
の
電
力
会
社
が
作
成
に
協
力
し
て
、
事
例
研

究
を
提
供
し
て
い
る
。
ま
た
、
国
際
水
力
協
会（
I
H
A
）は
、
水

力
部
門
の
気
候
レ
ジ
リ
エ
ン
ス
ガ
イ
ド
を
2
0
1
9
年
に
ま
と
め

た
。
こ
の
ガ
イ
ド
は
、
気
候
や
雨
の
変
動
が
大
き
く
な
る
状
況
に

お
い
て
、
水
力
発
電
の
運
用
、
開
発
、
投
資
お
よ
び
規
制
に
関
わ

る
意
思
決
定
を
支
援
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
い
る
。

気
候
変
動
対
策
が
経
済
成
長
に
資
す
る
と
い
う
議
論
も
強
ま
っ

て
き
て
い
る
。
実
は
、
日
本
政
府
の
長
期
戦
略
に
は「
パ
リ
協
定

3
、
気
候
レ
ジ
リ
エ
ン
ス

　

〜
極
端
な
自
然
災
害
へ
の
対
応
も
大
き
な
課
題

筒
井
純
一（
２
０
１
８
）「
地
球
温
暖
化
を
考
え
る（
６
）　

気
象
の
極
端
化
の
仕
組

み
と
気
候
レ
ジ
リ
エ
ン
ス
の
向
上
」（
電
力
中
央
研
究
所
環
境
科
学
研
究
所
コ
ラ
ム　

Ｅ
Ｅ
ト
レ
ン
ド
ウ
ォ
ッ
チ
第
19
回
）を
参
照
。

https://criepi.denken.or.jp/jp/env/research/eetw
/201809.htm
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に
基
づ
く
成
長
戦
略
と
し
て
の
長
期
戦
略
」（
※
傍
点
筆
者
）と
の

主
題
が
付
け
ら
れ
て
お
り
、
経
済
成
長
と
の
両
立
と
い
う
視
点
が

強
く
打
ち
出
さ
れ
て
い
る
。
学
術
的
な
観
点
か
ら
は
、
経
済
成
長

と
カ
ー
ボ
ン
プ
ラ
イ
シ
ン
グ
な
ど
の
環
境
政
策
の
関
係
は
単
純
に

は
割
り
切
れ
ず
、
成
長
を
促
進
す
る
よ
う
な
政
策
の
設
計
は
不
可

能
で
は
な
い
に
せ
よ
、
か
な
り
難
し
い
。

他
方
で
、
大
規
模
削
減
を
進
め
て
い
く
上
で
経
済
的
負
担
を
で

き
る
限
り
抑
制
し
、
成
長
促
進
に
つ
な
げ
る
こ
と
は
、
気
候
変
動

対
策
の
社
会
的
受
容
性
を
高
め
る
上
で
重
要
な
視
点
で
あ
る
。

以
上
で
述
べ
た
捉
え
方
は
、
新
た
に
提
起
さ
れ
た
も
の
も
あ
れ

ば
、
以
前
か
ら
議
論
が
あ
っ
た
が
最
近
に
な
っ
て
注
目
度
が
上

が
っ
た
も
の
も
あ
る
。
ポ
イ
ン
ト
は
こ
れ
ら
が
同
時
多
発
的
に
起

き
て
い
る
こ
と
で
あ
り
、
気
候
変
動
問
題
の
捉
え
方
が
変
わ
っ
て

き
て
い
る
こ
と
が
示
唆
さ
れ
る
。

他
方
で
、
2
0
1
8
年
11
月
に
フ
ラ
ン
ス
で
勃
発
し
た
イ
エ

ロ
ー
ベ
ス
ト
運
動
と
呼
ば
れ
る
暴
動
を
伴
っ
た
抗
議
活
動
は
、
温

暖
化
対
策
を
目
的
と
す
る
燃
料
税
の
引
き
上
げ
が
契
機
と
な
っ
て

お
り
、
負
担
の
社
会
的
受
容
が
容
易
で
は
な
い
こ
と
も
明
ら
か
で

あ
る
。
こ
の
事
例
に
示
さ
れ
て
い
る
よ
う
に
、
気
候
変
動
対
策
が

社
会
の
分
断
を
助
長
し
て
し
ま
う
可
能
性
は
否
定
し
が
た
い
。

社
会
が
許
容
で
き
る
温
暖
化
対
策
の
コ
ス
ト
は
問
題
の
捉
え
方

に
よ
る
と
こ
ろ
が
あ
り
、
2
0
2
5
年
に
向
け
て
ビ
ジ
ョ
ン
を
削

減
目
標
に
落
と
し
込
む
際
に
、
人
々
が
気
候
変
動
問
題
を
ど
の
よ

う
に
捉
え
る
か
、
そ
し
て
ど
の
程
度
の
負
担
を
許
容
で
き
る
の
か

は
、
理
想
と
現
実
に
折
り
合
い
を
つ
け
る
際
に
重
要
な
判
断
要
素

と
な
る
だ
ろ
う
。

https://criepi.denken.or.jp/jp/serc/periodicals/pdf/periodicals65_05.pdf



